
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 456 議会会議録作成事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 行政情報の公開

主管課名 議事課 課長名 吉田　健二
この事務事業の開始時期 議会発足時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方自治法第123条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

定例会及び臨時会の会議録（本会議と常任委員会）の 会議録の作成は、委託業者に会議を録音した記録媒体
製本及び電子データ化を行う。 及び会議資料を送付し、反訳されたものを２回校正し
製本したものは関係機関に配布するとともに、一般の 、その後製本して納品させる。また、検索システム用
閲覧に供している。また、電子データは、市議会ホー のデータは、会議録作成の製本に合わせて、委託業者
ムページで閲覧検索できる。 に電磁記録媒体の納品をさせ、このデータを、検索シ
「ＳＤＧｓの取り組み：９,16」 ステムの委託業者に送付し、加工後ホームページに掲

載させる。

令

本事業は、会議録の作

和

成保存及び検索に必
要

 

不可欠である。

定例会

6

４回、臨時会１回、委

年

員会５回、計１０回会

度

議録を作成した。作成

（

について
R5年度に実

5

施した具体的な は、入

年

札により委託業者を選

度

定し、記録媒体や資料

実

を送付、反訳したもの

施

を製本し
事業の方法、

分

手順、指標に対す 納品

）

させた。また、市議会

事

のホームページで会議

務

録の検索閲覧ができる

事

ように更新
る成果等 し

業

た。

事務事業を取り巻

目

く状況は過去と比べ変

的

化しているか (1)活

評

動指標（事務事業の活

価

動量を表す指標）

会議

表

録作成に変化がないた

様

め継続して実施 名称 単

式

位
① 会議録発行回数 回

1

変 化
② 会議毎の会議

-

録作成部数 部
内 容

対

1

象(この事業の対象、

記

範囲となる人、物) (

入

2)対象指標（対象の

日

大きさを表す指標）

市

令

民及び会議録の閲覧を

和

希望する人、議員 名称

0

単位
① 人口 人
② みよし

6

市議会議員数 人

目的(

年

この事業によって上記

0

対象をどのような状態

5

にしたいのか) (3)

月

成果指標（目的の達成

2

度を示す指標）

本会議

1

での議論等の内容や市

日

の施策・議員の考え方

１

などについて 名称 単位

事

市民等へ広く公開する

務

① 会議録ホームページ

事

アクセス数 件
② 議員の

業

うち会議録を閲覧した

の

人の数 人

結果(上位基

現

本事業の意図) (4)

状

結果の成果指標（上位

　

基本事業の成果指標）

Ｐ

行政情報を適切に管理

Ｌ

し、事務の効率化を図

Ａ

るとともに積極的に 名

Ｎ

称 単位
情報を公表・公

及

開し、市政に関心を深

び

めてもらい、市民に街

Ｄ

づく ① 広報で情報を得

Ｏ

たと答えた人の割合 ％

事

りに参加してもらう ②

務

ホームページのアクセ

事

ス数 件

事務事業の各種

業

指標の実績と見込及び

名

目標

R4年度 R5年度

N

R5年度 R6年度 R7

o

年度 R8年度 R9年度

.

指標 ＼ 年度 単位
実

4

績値 計画値 実績値 計画

5

値 目標値 目標値 目標値

6

(1)の ① 回 12 10

議

10 10 10 10 10

会

活動指標 ② 部 34 34

会

34 14 14 14 14

議

(2)の ① 人 61,3

録

75 61,656 61

作

,380 61,938

成

62,219 62,5

事

00 62,800
対象

業

指標 ② 人 19 20 20

政

20 20 20 20
(3

策

)の ① 件 2,409 2

こ

,500 2,581 2

の

,600 2,700 2

事

,800 2,900
成

務

果指標 ② 人 19 20 2

事

0 20 20 20 20
(

業

4)の結果の ① ％ 83

施

83 94 94 94 94

策

94
成果指標 ② 件 1,

の

554,123 1,5

位

65,000 1,43

置

9,266 1,450

基

,000 1,460,

本

000 1,470,0

事

00 1,480,00

業

0
予算費目 会計 01 

主

一般会計 款 01 項 01

管

目 01

コスト 年度 R4

課

年度 R5年度 R5年度

名

R6年度 R7年度 R8

課

年度 R9年度
実績値 計

長

画値 実績値 計画値 目標

名

値 目標値 目標値
事業費

こ

(決算又は予算額)Ａ

の

単位 2,862 3,4

事

45 2,847 2,7

務

88 2,900 2,9

事

00 2,900

財
源
内

業

訳

 国庫支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 県支出

開

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

始

 地方債 千円 0 0 0 0

時

0 0 0
 その他 千円 0

期

0 0 0 0 0 0
 一般財

事

源 千円 2,862 3,

務

445 2,847 2,

区

788 2,900 2,

分

900 2,900
人件

法

費Ｂ 千円 1,694 1

定

,694 1,694 1

受

,694 1,694 1

託

,694 1,694
正

事

職員従事時間×人数 時

務

間×人 150× 3 15

自

0× 3 150× 3 15

治

0× 3 150× 3 15

事

0× 3 150× 3
正職

務

員以外の人件費 千円 1

こ

10 110 110 11

の

0 110 110 110

事

その他の費用Ｃ 千円 2

務

87 101 215 21

事

5 215 215 215

業

トータルコストA+B

の

+C 千円 4,843 5

根

,240 4,756 4

拠

,697 4,809 4

法

,809 4,809
単

令

位あたりコスト ① 千円

事

/人 0.1 0.1 0.

業

1 0.1 0.1 0.1

の

0.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

概

ﾄ/(2)の対象指標

要

）② 千円/人 254.

現

9 262 237.8 2

在

34.9 240.5 2

の

40.5 240.5

1

状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に替わる目的がな
事業

業

進展等による環境変化

名

□ ある
いため。

に伴い

N

、目的を見直す（目
そ

o

の理由
的の追加・拡充

.

又は絞込）

必要はあり

4

ませんか？ ■ ない

有
効

5

性

会議録をインターネ

6

ットで公開したり、会

議

議録検索システムを導

会

入しており、
今以上に

会

事業の成果を向上
既に

議

向上を図っている。
さ

録

せる方法を記入して下

作

さ

い。 内　容
※(3)

成

の成果指標を向上させ

事

る

　ことはできますか

業

？

ホームページのアク

２

セス件数が一定数あり

評

、ある程度達成した。

価

目的達成状況 内　容

■

　

民間への一部委託 □民

Ｃ

間への全部委託
市関与

Ｈ

の必要性 □指定管理 □

Ｅ

補助金・負担金助成 □

Ｃ

市の直営
内　容

　（実

Ｋ

施手法） 会議録の素案

目

作成は一部の業務を直

的

営で行い、議会会議録

妥

作成業務、議会会議
録

当

検索システムデータ調

性

整業務は委託したほう

こ

が効率的であると考え

の

るため

効
率
性

事業目的

事

が近い議会映像インタ

業

ーネット配信事業と統

の

合することを検討し、

必

事
事務事業の統廃合に

要

より、
業の効率化を図

性

る。
事業の効率化を図

は

り、成果
内　容

を向上

薄

させる方法を記入し

て

れ

下さい。

業務委託をし

て

て効率化を既に図って

得

おり、当事業費の削減

ら

をすることはできな
現

れ

状より事業費・人件費

て

を
い。

削減する方法を

い

記入して下

さい。（仕

る

様の変更、外部 内　容

い

委託、従事時間の削減

ま

等は

できないか？)

公

せ

平
性

なし。
□ ある ■ 現

ん

状で適正
受益者負担は

か

ありますか？ 会議録作

。

成事務は、義務化され

十

ているため。
また、受

分

益者負担割合は適 ■ な

な

い □ 検討が必要 内　容

成

正ですか？
□ 受益者が

果

いない

３
改
革
改
善
案
　

が

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

印刷製本

理

部数を最小限にしたが

　

、単 ホームページ等の

由

閲覧機能の充実化
事業

得

実施上の課題、住 価的

ら

にそれほど変わらない

れ

。 を図る。
民・議会等

て

からの意見 意　見  対

い

応策
と対応策

議会会議

ま

録作成業務委託 継続し

す

て実施するため、前年

か

度と同
R6年度の事業

？

計画は前 変　更
議会会

得

議録検索システムデー

ら

タ調整 様・同規模で実

れ

施。
年度から変更・追

て

加は 前年度 ・
業務委託

い

あるか 追　加

今後の事

な

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

事

性、改革・改善案
※今

業

年度からの具体的な事

進

業の進め方、手段の見

展

直し等、各方向性の内

等

容

　　　　　　　　　

に

□　拡大 継続して議会

よ

での議論等の内容や市

る

の施策・議員の考
　　

環

　　　　　　　□　改

境

善 え方を市民へ公開し

変

ていく。
　　　　　　

化

　　　□　現状維持
　

あ

　　　　　　　　□　

る

縮小
　　　　　　　　

に

　■　統合
　　　　　

伴

　　　　□　完了
　　

い

　　　　　　　□　廃

、

止・休止
コストの方向

対

性
　　　　　　　　　

象

→　維持
成果の方向性

を

　　　　　　　　　→

見

　維持

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 456 議会会議録作成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

議会での議論等の内容や市の施策・議員の考え方を市民に知
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

らせる有益な事業であるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

会議録の閲覧を希望する対象が変わらないため。
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある
に伴い、対象を

1

見直す（拡
その理由

大

-

・縮小）必要はありま

2

せ
■ ない

んか？

市民に

事

公開するために行って

務

いる事業であり、これ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 457 議会映像インターネット配信事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 行政情報の公開

主管課名 議事課 課長名 吉田　健二
この事務事業の開始時期 平成18(2006)年9月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

開かれた議会の一環として議会映像インターネット配 平成18(2006)年9月定例会から本事業を開始し、イン
信事業を導入した。開会初日の市長あいさつ、市長施 ターネットの市ホームページからアクセスできる。開
政方針及び教育長教育行政方針並びに一般質問の映像 会初日の市長あいさつ、市長施政方針及び教育長教育
を配信している。市長施政方針及び教育長教育行政方 行政方針並びに一般質問の映像を録画配信している。
針並びに一般質問については、ライブ映像も配信して 市長施政方針及び教育長教育行政方針並びに一般質問
いる。 は、ライブ

令

映像も配信している。

和

インターネットで公
「

 

ＳＤＧｓの取り組み：

6

９,16」 開すること

年

により、より多くの人

度

に議会を見てもらう
機

（

会を提供するため必要

5

な事業。

インターネッ

年

トの市ホームページで

度

開会初日の市長あいさ

実

つと一般質問の映像を

施

配
R5年度に実施した

分

具体的な 信した。議会

）

映像をインターネット

事

で公開することにより

務

、より広い層の人に議

事

会
事業の方法、手順、

業

指標に対す を見てもら

目

う機会を提供した。
る

的

成果等

事務事業を取り

評

巻く状況は過去と比べ

価

変化しているか (1)

表

活動指標（事務事業の

様

活動量を表す指標）

近

式

年、議会に対する市民

1

の眼が厳しくなってお

-

り、開かれ 名称 単位
た

1

議会の充実が必要にな

記

ってきている。 ① イン

入

ターネット配信回数 回

日

変 化
②

内 容

対象(

令

この事業の対象、範囲

和

となる人、物) (2)

0

対象指標（対象の大き

6

さを表す指標）

市民、

年

議員 名称 単位
① 人口 人

0

② みよし市議会議員数

5

人

目的(この事業によ

月

って上記対象をどのよ

2

うな状態にしたいのか

1

) (3)成果指標（目

日

的の達成度を示す指標

１

）

議会当日に傍聴がで

事

きない人も曜日・時間

務

に限らず視聴すること

事

名称 単位
ができるよう

業

にする。 ① 議会映像の

の

アクセス数 件
②

結果(

現

上位基本事業の意図)

状

(4)結果の成果指標

　

（上位基本事業の成果

Ｐ

指標）

行政情報を適正

Ｌ

に管理し、事務の効率

Ａ

化を図るとともに積極

Ｎ

的に 名称 単位
情報を公

及

表、公開し、市政に関

び

を深めてもらい、市民

Ｄ

に街づくり ① ホームペ

Ｏ

ージのアクセス数 件
に

事

参加してもらう。 ②

事

務

務事業の各種指標の実

事

績と見込及び目標

R4

業

年度 R5年度 R5年度

名

R6年度 R7年度 R8

N

年度 R9年度
指標 ＼

o

 年度 単位
実績値 計画

.

値 実績値 計画値 目標値

4

目標値 目標値
(1)の

5

① 回 12 12 12 12

7

12 12 12
活動指標

議

②
(2)の ① 人 61,

会

375 61,656 6

映

1,380 61,93

像

8 62,219 62,

イ

500 62,800
対

ン

象指標 ② 人 19 20 2

タ

0 20 20 20 20
(

ー

3)の ① 件 2,919

ネ

5,400 5,405

ッ

5,500 5,600

ト

5,700 5,800

配

成果指標 ②
(4)の結

信

果の ① 件 1,554,

事

123 1,565,0

業

00 1,439,26

政

6 1,450,000

策

1,460,000 1

こ

,470,000 1,

の

480,000
成果指

事

標 ②
予算費目 会計 01

務

 一般会計 款 01 項 0

事

1 目 01

コスト 年度 R

業

4年度 R5年度 R5年

施

度 R6年度 R7年度 R

策

8年度 R9年度
実績値

の

計画値 実績値 計画値 目

位

標値 目標値 目標値
事業

置

費(決算又は予算額)

基

Ａ 単位 4,950 5,

本

099 4,950 5,

事

136 5,171 5,

業

171 5,171

財
源

主

内
訳

 国庫支出金 千円

管

0 0 0 0 0 0 0
 県支

課

出金 千円 0 0 0 0 0 0

名

0
 地方債 千円 0 0 0

課

0 0 0 0
 その他 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
 一般

名

財源 千円 4,950 5

こ

,099 4,950 5

の

,136 5,171 5

事

,171 5,171
人

務

件費Ｂ 千円 1,267

事

.2 1,267.2 1

業

,267.2 1,26

の

7.2 1,267.2

開

1,267.2 1,2

始

67.2
正職員従事時

時

間×人数 時間×人 12

期

0× 3 120× 3 12

事

0× 3 120× 3 12

務

0× 3 120× 3 12

区

0× 3
正職員以外の人

分

件費 千円 0 0 0 0 0 0

法

0
その他の費用Ｃ 千円

定

0 0 0 0 0 0 0
トータ

受

ルコストA+B+C 千

託

円 6,217.2 6,

事

366.2 6,217

務

.2 6,403.2 6

自

,438.2 6,43

治

8.2 6,438.2

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0.1 0.1 0

こ

.1 0.1 0.1 0.

の

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

務

標）② 千円/人 327

事

.2 318.3 310

業

.9 320.2 321

の

.9 321.9 321

根

.9

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

聴ができない人も曜日

業

・時間に限らず視聴で

名

きるように
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

するために行っている

.

事業であるため。
に伴

4

い、目的を見直す（目

5

その理由
的の追加・拡

7

充又は絞込）

必要はあ

議

りませんか？ ■ ない

有

会

効
性

報告会、議会だよ

映

り等でインターネット

像

配信をアピールするこ

イ

とで、視聴者を
今以上

ン

に事業の成果を向上
増

タ

やすことができる。
さ

ー

せる方法を記入して下

ネ

さ

い。 内　容
※(3)

ッ

の成果指標を向上させ

ト

る

　ことはできますか

配

？

ホームページのアク

信

セス件数が一定数あり

事

、概ね達成している。

業

目的達成状況 内　容

□

２

民間への一部委託 ■民

評

間への全部委託
市関与

価

の必要性 □指定管理 □

　

補助金・負担金助成 □

Ｃ

市の直営
内　容

　（実

Ｈ

施手法） 高度で安定し

Ｅ

た事業を継続して市民

Ｃ

に提供するため、当事

Ｋ

業の専門的な技術者
に

目

委託することがふさわ

的

しいと考えるため。

効

妥

率
性

事業目的が近い議

当

会会議録作成事業と統

性

合することを検討し、

こ

事業の効率化を
事務事

の

業の統廃合により、
図

事

る。
事業の効率化を図

業

り、成果
内　容

を向上

の

させる方法を記入し

て

必

下さい。

事業費を削減

要

することにより質が低

性

下してしまうと、イン

は

ターネットを視聴す
現

薄

状より事業費・人件費

れ

を
る市民にとって、不

て

利益となりうる恐れが

得

ある。
削減する方法を

ら

記入して下
そのため、

れ

当事業の事業費を削減

て

することはできない。

い

さい。（仕様の変更、

る

外部 内　容
委託、従事

い

時間の削減等は

できな

ま

いか？)

公
平
性

議会中

せ

継の視聴を市民に対し

ん

、今後も議会から継
□

か

ある ■ 現状で適正
受益

。

者負担はありますか？

十

続的に配信していく必

分

要性があるため。
また

な

、受益者負担割合は適

成

■ ない □ 検討が必要 内

果

　容
正ですか？

□ 受益

が

者がいない

３
改
革
改
善

理

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ホー

　

ムページの議会映像ア

由

クセス件 ホームページ

得

や議会だよりによる市

ら

事業実施上の課題、住

れ

数が少ない原因として

て

、本事業に対 民への周

い

知を図る。
民・議会等

ま

からの意見 意　見 する

す

市民への周知不足が考

か

えられる 対応策
と対応

？

策 ため、一層のＰＲが

得

必要である。

年４回の

ら

定例会の中継 なし
R6

れ

年度の事業計画は前 変

て

　更
年４回の定例会の

い

中継のため変わら
年度

な

から変更・追加は 前年

い

度 ・
ない

あるか 追　加

事

今後の事業・コスト・

業

成果の方向性 今後の事

進

業の方向性、改革・改

展

善案
※今年度からの具

等

体的な事業の進め方、

に

手段の見直し等、各方

よ

向性の内容

　　　　　

る

　　　　□　拡大 議会

環

内の協議を重ね、より

境

一層市民にわかりやす

変

い情
　　　　　　　　

化

　□　改善 報発信を行

あ

う。
　　　　　　　　

る

　□　現状維持
　　　

に

　　　　　　□　縮小

伴

　　　　　　　　　■

い

　統合
　　　　　　　

、

　　□　完了
　　　　

対

　　　　　□　廃止・

象

休止
コストの方向性
　

を

　　　　　　　　→　

見

維持
成果の方向性
　　

直

　　　　　　　→　維

す

持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 457 議会映像インターネット配信事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

議会映像をインターネットで公開することにより、より広い
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

層の人に議会を見てもらう機会を提供することができている
いませんか。十分な成果が 理　由

ため。
得られていますか？ □ 得られ

様

ていない

対象が変わら

式

ないため。
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
■ な

務

い
んか？

議会当日に傍



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 34 ファイリングシステム維持管理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 行政情報の公開

主管課名 総務課 課長名 小野田　浩司
この事務事業の開始時期 平成18(2006)年9月から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

行政文書の検索性を向上させるため文書目録を作成し ①情報公開制度の実施のため行政文書の適切な管理が
ている。また、分類の仕方、保存の仕方や職場環境の 必要となり、ファイリングシステムを導入している
整理などに関する研修会や実地指導を行う ②年々行政文書が増加し、キャビネット数の増加及び
 書庫スペースが減少し、保管スペースの有効活用が必
「ＳＤＧｓの取り組み：９,１６」 要となる

①文書の廃棄②文書の引継ぎ③ファイリングシステム推進委員会④実地指導⑤維持
R5年度に実施した具体的な 管理確認指導⑥ファイル基準表等の

令

作成
事業の方法、手順

和

、指標に対す
る成果等

 

事務事業を取り巻く状

6

況は過去と比べ変化し

年

ているか (1)活動指

度

標（事務事業の活動量

（

を表す指標）

現状のま

5

ま継続して実施 名称 単

年

位
① 行政文書数 ﾌｫﾙ

度

ﾀﾞ
変 化

②
内 容

対

実

象(この事業の対象、

施

範囲となる人、物) (

分

2)対象指標（対象の

）

大きさを表す指標）

①

事

職員 名称 単位
②行政文

務

書 ① 職員数 人
② 行政文

事

書数 ﾌｫﾙﾀﾞ

目的(

業

この事業によって上記

目

対象をどのような状態

的

にしたいのか) (3)

評

成果指標（目的の達成

価

度を示す指標）

①対象

表

文書を正確に素早く取

様

り出す 名称 単位
②ファ

式

イリングシステムの維

1

持管理がされている ①

-

平均検索時間 秒
② 維持

1

管理点検の達成率 ％

結

記

果(上位基本事業の意

入

図) (4)結果の成果

日

指標（上位基本事業の

令

成果指標）

行政情報を

和

適正に管理し、事務の

0

効率化を図るとともに

6

、積極的 名称 単位
に情

年

報を公表及び公開し、

0

市政に関心を深めても

5

らい、市民にま ① 広報

月

紙等から行政情報を得

1

ている割合 ％
ちづくり

7

に参加してもらう ② ホ

日

ームページのアクセス

１

数 件

事務事業の各種指

事

標の実績と見込及び目

務

標

R4年度 R5年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

業

度 R8年度 R9年度
指

の

標 ＼ 年度 単位
実績

現

値 計画値 実績値 計画値

状

目標値 目標値 目標値
(

　

1)の ① ﾌｫﾙﾀﾞ 2

Ｐ

69,500 270,

Ｌ

000 270,000

Ａ

270,500 271

Ｎ

,000 271,00

及

0 271,000
活動

び

指標 ②
(2)の ① 人 3

Ｄ

97 388 386 39

Ｏ

5 398 402 401

事

対象指標 ② ﾌｫﾙﾀﾞ

務

269,500 270

事

,000 270,00

業

0 270,500 27

名

1,000 271,0

N

00 271,000
(

o

3)の ① 秒 30 30 3

.

0 30 30 30 30
成

3

果指標 ② ％ 100 10

4

0 99.1 100 10

フ

0 100 100
(4)

ァ

の結果の ① ％ 90 90

イ

87.8 90 90 90

リ

90
成果指標 ② 件 1,

ン

554,123 1,0

グ

20,000 1,43

シ

9,266 1,450

ス

,000 1,460,

テ

000 1,470,0

ム

00 1,480,00

維

0
予算費目 会計 01 

持

一般会計 款 02 項 01

管

目 01

コスト 年度 R4

理

年度 R5年度 R5年度

事

R6年度 R7年度 R8

業

年度 R9年度
実績値 計

政

画値 実績値 計画値 目標

策

値 目標値 目標値
事業費

こ

(決算又は予算額)Ａ

の

単位 929 947 91

事

8 947 14,238

務

14,142 14,0

事

44

財
源
内
訳

 国庫支

業

出金 千円 0 0 0 0 0 0

施

0
 県支出金 千円 0 0

策

0 0 0 0 0
 地方債 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

位

の他 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
 一般財源 千円 92

基

9 947 918 947

本

14,238 14,1

事

42 14,044
人件

業

費Ｂ 千円 1,056 1

主

,056 1,056 1

管

,404.5 1,40

課

4.5 1,404.5

名

1,404.5
正職員

課

従事時間×人数 時間×

長

人 150× 2 150×

名

2 150× 2 133×

こ

3 133× 3 133×

の

3 133× 3
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

務

0 0 0 0
その他の費用

事

Ｃ 千円 61 61 0 0 0

業

0 0
トータルコストA

の

+B+C 千円 2,04

開

6 2,064 1,97

始

4 2,351.5 15

時

,642.5 15,5

期

46.5 15,448

事

.5
単位あたりコスト

務

① 千円/人 5.2 5.

区

3 5.1 6 39.3 3

分

8.7 38.5
（ﾄｰ

法

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

定

対象指標）② 千円/ﾌ

受

ｫﾙﾀﾞ 0 0 0 0 0.

託

1 0.1 0.1

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ステムを維持管理する

業

ため、という目的に変

名

化はない
事業進展等に

N

よる環境変化 □ ある
た

o

め
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

3

加・拡充又は絞込）

必

4

要はありませんか？ ■

フ

ない

有
効
性

職員にファ

ァ

イリング意識をさらに

イ

浸透させることにより

リ

、行政文書の検索時間

ン

今以上に事業の成果を

グ

向上
の短縮を図ること

シ

ができる
させる方法を

ス

記入して下さ

い。 内　

テ

容
※(3)の成果指標

ム

を向上させる

　ことは

維

できますか？

計画値ど

持

おりで、達成した
目的

管

達成状況 内　容

□民間

理

への一部委託 □民間へ

事

の全部委託
市関与の必

業

要性 □指定管理 □補助

２

金・負担金助成 ■市の

評

直営
内　容

　（実施手

価

法） 職員一人ひとりの

　

意識を高めるため、市

Ｃ

の内部職員で行うこと

Ｈ

に意義があると
考える

Ｅ

ため

効
率
性

ファイリン

Ｃ

グシステムは、情報公

Ｋ

開制度の実施のため導

目

入した経緯があるため

的

事務事業の統廃合によ

妥

り、
、情報公開事業と

当

統合することができる

性

事業の効率化を図り、

こ

成果
内　容

を向上させ

の

る方法を記入し

て下さ

事

い。

条例に基づく事務

業

であり、制度に変更が

の

ない限り、削減はでき

必

ない
現状より事業費・

要

人件費を

削減する方法

性

を記入して下

さい。（

は

仕様の変更、外部 内　

薄

容
委託、従事時間の削

れ

減等は

できないか？)

て

公
平
性

直接的な受益者

得

はいないため
□ ある □

ら

現状で適正
受益者負担

れ

はありますか？

また、

て

受益者負担割合は適 □

い

ない □ 検討が必要 内　

る

容
正ですか？

■ 受益者

い

がいない

３
改
革
改
善
案

ま

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ファイ

せ

リングシステムの維持

ん

につい 巡回点検を定期

か

的に行うとともに、
事

。

業実施上の課題、住 て

十

、従来の外部講師に比

分

べ、内部職 各課のファ

な

イリングシステムの責

成

任
民・議会等からの意

果

見 意　見 員では、一定

が

の緊張感を保つことが

理

対応策 者となる職員を

　

育成するための研修
と

由

対応策 困難であり、厳

得

格な指導を行うとい 会

ら

等を実施する
う面では

れ

危惧される部分がある

て

ファイリングシステム

い

の維持管理 継続して実

ま

施するため、前年度と

す

同
R6年度の事業計画

か

は前 変　更
様同規模で

？

実施
年度から変更・追

得

加は 前年度 ・
電子決裁

ら

・文書管理システム導

れ

入後
あるか 追　加

の事

て

務の運用方法の検討

今

い

後の事業・コスト・成

な

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

事

案
※今年度からの具体

業

的な事業の進め方、手

進

段の見直し等、各方向

展

性の内容

　　　　　　

等

　　　□　拡大 ①巡回

に

点検を定期的に行うと

よ

ともに、各課のファイ

る

リ
　　　　　　　　　

環

□　改善 ングシステム

境

の責任者となる職員を

変

育成するための研
　　

化

　　　　　　　■　現

あ

状維持 修会等を実施す

る

る
　　　　　　　　　

に

□　縮小 ②令和７(2

伴

025)年度から電子

い

決裁・文書管理システ

、

ム
　　　　　　　　　

対

□　統合 を導入し、文

象

書ライフサイクルを電

を

子化することによ
　　

見

　　　　　　　□　完

直

了 り、事務の迅速化や

す

効率化を図る。
　　　

（

　　　　　　□　廃止

拡

・休止
コストの方向性

そ

　　　　　　　　　↑

の

　増加
成果の方向性
　

理

　　　　　　　　→　

由

維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 34 ファイリングシステム維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

開かれた市政を推進する上で、行政文書の適切な管理が必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

であるため
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

ファイリングシステムの対象は、職員と行政文

様

書であることに変化は

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある ないため

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

ファイリングシ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 35 情報公開事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 透明性の高い開かれた市政

の位置
基本事業 行政情報の公開

主管課名 総務課 課長名 小野田　浩司
この事務事業の開始時期 平成１４(2002)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市情報公開条例及びみよし市個人情報保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①情報公開条例に基づき行政文書の開示をする 市政に対する市民の理解と信頼を深め、市民の市政へ
②個人情報の保護に関する法律に基づき市が保有する の参加を一層促進することにより、公正で開かれた市
個人情報の開示等を行うとともに、個人情報の適正な 政の発展に資するとともに、個人の権利利益を保護す
取扱いを確保し、個人の権利利益を保護する るため、必要である
③行政文書及び保有個人情報の開示等の決定に対する
審査請求について、審査会で審査する
④情報公開制度及び個人情報保護制度の運営に関する
事項又はこれらの在り方について

令

、審査会で審査する
 

和

「ＳＤＧｓの取り組み

 

：９,１６」
①開示請

6

求書の受理②担当課へ

年

の回付③情報開示（総

度

務課立会い）
R5年度

（

に実施した具体的な
事

5

業の方法、手順、指標

年

に対す
る成果等

事務事

度

業を取り巻く状況は過

実

去と比べ変化している

施

か (1)活動指標（事

分

務事業の活動量を表す

）

指標）

現状のまま継続

事

して実施 名称 単位
① 審

務

査会の開催の日数 日
変

事

 化
② 開示請求件数 件

業

内 容

対象(この事業

目

の対象、範囲となる人

的

、物) (2)対象指標

評

（対象の大きさを表す

価

指標）

市民 名称 単位
①

表

人口 人
②

目的(この事

様

業によって上記対象を

式

どのような状態にした

1

いのか) (3)成果指

-

標（目的の達成度を示

1

す指標）

情報公開及び

記

個人情報保護に対する

入

信頼を得る 名称 単位
①

日

不服申立て件数 件
②

結

令

果(上位基本事業の意

和

図) (4)結果の成果

0

指標（上位基本事業の

6

成果指標）

情報公開及

年

び個人情報保護により

0

、市民の市政に対する

5

信頼と関 名称 単位
心を

月

深め、市民の行政参加

1

を促す ① （３）のうち

7

処分妥当と判断された

日

割合 ％
②

事務事業の各

１

種指標の実績と見込及

事

び目標

R4年度 R5年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度 R9年

業

度
指標 ＼ 年度 単位

の

実績値 計画値 実績値 計

現

画値 目標値 目標値 目標

状

値
(1)の ① 日 4 6 3

　

6 6 6 6
活動指標 ② 件

Ｐ

126 100 124 1

Ｌ

00 100 100 10

Ａ

0
(2)の ① 人 61,

Ｎ

218 61,375 6

及

1,375 61,65

び

6 61,938 62,

Ｄ

219 62,500
対

Ｏ

象指標 ②
(3)の ① 件

事

2 0 0 0 0 0 0
成果指

務

標 ②
(4)の結果の ①

事

％ ー 100 100 10

業

0 100 100 100

名

成果指標 ②
予算費目 会

N

計 01 一般会計 款 0

o

2 項 01 目 01

コスト

.

年度 R4年度 R5年度

3

R5年度 R6年度 R7

5

年度 R8年度 R9年度

情

実績値 計画値 実績値 計

報

画値 目標値 目標値 目標

公

値
事業費(決算又は予

開

算額)Ａ 単位 244 3

事

88 163 388 38

業

8 388 388

財
源
内

政

訳

 国庫支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 県支出

こ

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 4

務

0 0 0 0 0 0
 一般財

事

源 千円 240 388 1

業

63 388 388 38

施

8 388
人件費Ｂ 千円

策

1,584 2,112

の

1,584 1,753

位

1,753 2,006

置

.4 2,006.4
正

基

職員従事時間×人数 時

本

間×人 225× 2 30

事

0× 2 225× 2 16

業

6× 3 166× 3 19

主

0× 3 190× 3
正職

管

員以外の人件費 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
その他の

名

費用Ｃ 千円 121 12

課

1 229 229 229

長

229 229
トータル

名

コストA+B+C 千円

こ

1,949 2,621

の

1,976 2,370

事

2,370 2,623

務

.4 2,623.4
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/人 0 0 0 0 0 0 0
（

の

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

開

)の対象指標）② 千円

始

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

伴い、目的を見直す（

業

目
その理由

的の追加・

名

拡充又は絞込）

必要は

N

ありませんか？ ■ ない

o

有
効
性

情報公開及び個

.

人情報保護制度につい

3

て、職員一人ひとりの

5

理解を深めるため
今以

情

上に事業の成果を向上

報

の研修を実施する
させ

公

る方法を記入して下さ

開

い。 内　容
※(3)の

事

成果指標を向上させる

業

　ことはできますか？

２

適切に開示等の決定を

評

行うことができた
目的

価

達成状況 内　容

□民間

　

への一部委託 □民間へ

Ｃ

の全部委託
市関与の必

Ｈ

要性 □指定管理 □補助

Ｅ

金・負担金助成 ■市の

Ｃ

直営
内　容

　（実施手

Ｋ

法） 職員が作成又は取

目

得した行政文書である

的

ため、内部職員が事務

妥

に携わることが
ふさわ

当

しいと考えられるため

性

効
率
性

条例及び法律に

こ

基づく事務であり、ほ

の

かに類似の事務はない

事

ため、統合を図る
事務

業

事業の統廃合により、

の

ことはできない
事業の

必

効率化を図り、成果
内

要

　容
を向上させる方法

性

を記入し

て下さい。

定

は

型的な行政文書（工事

薄

設計書等）の開示請求

れ

を簡略化することで、

て

事務の軽
現状より事業

得

費・人件費を
減を図る

ら

ことが考えられる
削減

れ

する方法を記入して下

て

さい。（仕様の変更、

い

外部 内　容
委託、従事

る

時間の削減等は

できな

い

いか？)

公
平
性

令和５

ま

(2023)年度の受

せ

益者負担の見直しによ

ん

るた
■ ある ■ 現状で適

か

正
受益者負担はありま

。

すか？ め
また、受益者

十

負担割合は適 □ ない □

分

検討が必要 内　容
正で

な

すか？
□ 受益者がいな

成

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

果

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

様々な市民ニ

が

ーズに的確に応えるた

理

市の保有する行政情報

　

を広く市民に
事業実施

由

上の課題、住 め公正な

得

市制運営を行う必要が

ら

ある 公開するとともに

れ

、個人情報の保護
民・

て

議会等からの意見 意　

い

見 。また、個人情報に

ま

関する市民の権 対応策

す

を適正に行うことによ

か

り市民と市と
と対応策

？

利利益を保護する施策

得

の必要性は高 の信頼関

ら

係を増進していく
まっ

れ

ている
行政文書及び保

て

有個人情報の開示請 継

い

続して実施するため前

な

年度と同様
R6年度の

い

事業計画は前 変　更
求

事

及び開示等の決定に対

業

する審査請 ・同規模で

進

実施
年度から変更・追

展

加は 前年度 ・
求に関す

等

る事務
あるか 追　加

今

に

後の事業・コスト・成

よ

果の方向性 今後の事業

る

の方向性、改革・改善

環

案
※今年度からの具体

境

的な事業の進め方、手

変

段の見直し等、各方向

化

性の内容

　　　　　　

あ

　　　□　拡大 市民か

る

らの開示請求等につい

に

ては、丁寧に対応し、

伴

納
　　　　　　　　　

い

□　改善 得を得られる

、

よう説明に努め、万一

対

、審査請求がなさ
　　

象

　　　　　　　■　現

を

状維持 れた場合には、

見

審査会の意見を踏まえ

直

て適正に対応す
　　　

す

　　　　　　□　縮小

（

る。今後も、社会情勢

拡

及び市民ニーズ等の変

そ

化を的確
　　　　　　

の

　　　□　統合 に把握

理

し、情報公開制度及び

由

個人情報保護制度の公

大

正
　　　　　　　　　

・

□　完了 かつ適正な運

縮

用を図っていく。
　　

小

　　　　　　　□　廃

）

止・休止
コストの方向

必

性
　　　　　　　　　

要

→　維持
成果の方向性

は

　　　　　　　　　→

あ

　維持

2

りませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 35 情報公開事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政への信頼や透明性を確保するため必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

制度において、「何人」も対象にしているため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理

様

由
大・縮小）必要はあ

式

りませ
■ ない

んか？

情

1

報公開及び個人情報保

-

護に対する信頼を得る

2

、という目的に変化は

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
ないため

に


